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１．はじめに
本稿で行う検討範囲は、民法877条以下を中心に、とくに「子の扶養」
について、さらに、同760条、同766条（同752条は除く）についても「子
の扶養」を含む限度で、立法提案をすることである（1）。その検討の前提と
して、「仮決定・留保事項の主要項目をベースとして、この間の学説や
実務の展開、さらに比較法的知見を加えた検討が必要」（2）と考える。した
がって、まずは、「仮決定・留保事項」及びその「解説」に注目するとと
もに、扶養法の現代的課題をも射程に、扶養法の検討課題を明らかにし、
それを踏まえた上で提案の基本方針を提示し、さらにこの基本方針に従い
立法案とその理由を示していく。
（1）　現在、日本家族＜社会と法＞学会を母体として、家族法改正に向けた研究成果等を
踏まえた具体的な立法提案を行うことを目的とする「家族法改正研究会」が発足し、
①婚姻、②離婚、③親子関係、④親権・後見（未成年後見）・扶養の４グループをコ
ア・グループとして、研究活動・中間報告会が行われている（戸籍時報659号（2010
年）２頁、同673号（2011年）２頁、同688号（2012年）２頁、同694号（2013年）29頁）。
筆者は④グループに属し、野沢紀雅中央大学教授、冷水登紀代甲南大学准教授とと
もに、扶養法改正につき研究を進めてきた。本稿はその成果の一部であり、2013年
７月７日早稲田大学で開催された、家族法改正研究会第５回シンポジウム「扶養法
改正に向けた論点整理」において報告された。詳細については、戸籍時報705号（2013
年）２頁以下参照。
（2）　野沢紀雅「扶養についての課題」（家族法改正研究会第２回シンポジウム「親権法
等グループ中間報告会」）戸籍時報673号（2011年）６頁。なお、同「扶養法の課
題と展望」法律時報82巻４号（2010年）28頁以下参照。
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２．検討課題
本稿の目的との関係では、「法制審議会民法部会小委員会における仮決
定及び留保事項（その二）」の「第六章 扶養」の第58、59が参考となる。
それによれば、「（親族的扶養義務と他の扶養義務との関係）第58 未成年
の子に対する親の扶養義務及び夫婦間の扶養義務は、それ以外の親族間の
扶養義務と性質を異にするものとして別個に規定すべきか否かについて、
なお検討する。」「（未成年の子に対する親の扶養義務）第59 未成年の子に
対する親の扶養義務については、左の諸点につき、なお検討する。（イ）
未成年の子が財産を有する場合における扶養義務発生の関係（ロ）親権者
たる父母とそうでない父母との間に優先劣後の関係を認めることの可否」
とされ（3）、それぞれにつき、次のように「解説」されている。まず、第58
については、「（１）未成年の子に対する親の扶養義務と夫婦相互の扶養義
務とは、他のいわゆる親族的扶養とは性質を異にするものであることは、
今日ほとんどすべての学者の認めるところであるが、これを法文の上にも
明示すべきかどうかの問題である。なお、法文上で明示するとしても、そ
の規定の場所は、―前二者をそれぞれ親子、婚姻（夫婦）の場所におくか、
すべてを扶養の章におくかは、なお―問題となる。」とされ、第59につい
ては、「（２）親権の内容たる監護教育の権利義務とその費用の負担との関
係は、現行法上あまり明瞭ではない。しかし、父母が離婚した場合や、父
に認知された非嫡出子の場合などには、右の関係が現実に問題となる。の
みならず、共同親権を行う婚姻中の父母についても、子に財産がある場合
には、監護教育に必要な費用のために、子の財産の収益をあて得るのか、
さらには、元本もこれにあて得るのかという問題を生ずる。そこで、これ
らすべての場合を合理的に規律するために、親権と扶養を観念上はっきり
と分離し、監護教育に要する費用は扶養の問題とし、その義務の発生要
件、親権者たる父母とそうでない父母、さらには、実親と養親などについ
（3）　法務省民事局「民法親族編の改正について」ジュリスト185号（1959年）53頁。
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て、その扶養義務負担の順位などを明確にしようとする考えが（イ）（ロ）
の提案の根底にあるといえるだろう。」とされる（4）。すなわち、生活保持義
務と生活扶助義務の明文化、その規定場所（「第二章 夫婦」とするか、「第
三章 親子」とするか、「第七章 扶養」とするか、［「四章 親権」とする可
能性もあろう］）、親権と扶養義務との関係、子に財産がある場合の元本・
収益の扱い、生活保持義務の発生要件、親権者・非親権者と実親・養親等
の扶養義務負担の順位が検討課題とされている。
また、2011年６月12日早稲田大学で開催された、家族法改正研究会第
２回シンポジウム「親権法等グループ中間報告会」では、「扶養について
の課題」として、「仮決定・留保事項」を踏まえた上で、「（子に対する親
の扶養義務の根拠に関する）学説の相違については、親権概念のとらえ方
にも連動することから、親子の法律関係の基礎に立ち返った検討、すなわ
ち親権の中に含まれる親の権利義務と子に対する扶養義務がどのように関
連ないし連係するのかという観点からの考察が求められる（略）。さらに、
（普通）養子の扶養関係（養親優先説が通説とされる）も、継親子縁組の
伴うステップファミリーの法律関係を明確にする意味でも検討に値する論
点であろう。この関連において、766条の取扱いも検討の対象となろう。
（略）本条による養育費分担請求と877条１項による扶養料請求との関係
は必ずしも明確になっていないように思われる。（略）さらに、未成年子
に対する親の扶養義務の特質を問うのであれば、成年年齢が引き下げられ
た場合の問題（たとえば就学中の成年子の扶養）も併せて検討しておく必
要があるように思われる。」（5）と説明された。親権と扶養義務との関係、養
親子・継親子間の扶養義務、民法766条の取扱い、成年子扶養が検討課題
とされている。扶養法の現代的課題として、ステップファミリー（継親と
継子間）の扶養関係、就学中の成年子扶養が指摘されている点に注目する
（4）　我妻栄「親族法の改正について」法律時報31巻10号（1959年）16頁。
（5）　 野沢・前掲注（２）７頁以下。
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必要があろう。
３．立法案の基本方針
本稿では、「規定のあり方」（6）につき、いわゆる扶養二分説が通説として
受容され、実務も基本的にこれに従っていることから、現行扶養法の体系
を維持し、子の扶養について、親族扶養の中に特則を置くことを基本とし
て、血族扶養の一場合との認識に立って、子に対する親の扶養義務の特質
に配慮した派生的規定を考える（いわゆる折衷（サテライト）型）を前提
として、「扶養法改正の基本方針（案）」（7）の整理に従い、まず、「１ 子の扶
養請求権の明確化と強化」の①～③の「問題点」につき、次のような立場
に立つ。すなわち、「①権利者の順位として、未成年者を配偶者に優先させ
るどうか（生活保持義務内部での順位づけが必要かどうか）」につき、個別
事案の多様性に配慮できる規定内容にすることとし、また、「②子の扶養料
の算定において子の養育にかかる監護親の負担を考慮する規定をおくべき
かどうか」につき、最終的には子の福祉の実現を尊重することであると理
解し、「子の利益」「子の福祉」の基準で対応することとし、さらに、「③教
育中の成年子（大学生等）の扱いをどうするか」につき、基本的に生活保
持義務と生活扶助義務との中間と捉える立場（中間義務説）から立論して
いる。また、「３ 扶養に関する民法規定の具体化（脱白地規定）―扶養請
（6）　野沢紀雅「扶養法改正の課題（総論的問題）」戸籍時報705号（2013年）９頁以下
によれば、具体的な規定のあり方（形式）として、３つの形式が考えられるとされ
る。すなわち、「Ａ 分離型」は、民法877条以下から未成年子に対する親の扶養義
務を切り離して、親子法に規定する形式とされ、また、「Ｂ 非分離型」は、現行扶
養法の体系を維持し、子の扶養について親族扶養の中に特則を置くという形式とさ
れ、さらに、「Ｃ 折衷（サテライト）型」は、Ｂを基本として、特則や手続規定を
親子法に配置し、血族扶養の一場合との認識に立って、未成年子に対する親の扶養
義務の特質に配慮した派生的規定を考えるとするものである。
（7）　「扶養法改正の基本方針（案）」として、「１ 子の扶養請求権の明確化と強化」、「２ 
一般親族扶養における義務者の範囲の縮小」、「３ 扶養に関する民法規定の具体化
（脱白地規定）―扶養請求権の明確化」が挙げられている。野沢・前掲注（６）10頁
以下参照。
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求権の明確化」の①～②の「問題点」につき、次のような立場に立っている。
すなわち、「①扶養義務関係の要件について、生活保持義務関係、生活扶助
義務関係ごとに書き分けるか」につき、要扶養性要件と扶養可能性（資力）
要件を条文として一体化することとし、また、「②順位関係をどのように規
定するか」につき、生活保持義務関係と生活扶助義務関係の先後のみを規
定し、それらの関係内での順位は、現行法どおり協議、諸事情を考慮した
審判に委ねるとの立場から、立法案を提案している。
４．立法案（8）とその理由
（１）民法877条の２（扶養義務発生要件）の新設について
Ａ―１案　
① 　扶養の義務は、権利者たるべき者が自己の収入及び資産によって
自己の生計を維持できない場合において、義務者たるべき者が自己
の相応の生計を維持してなお余力のある場合に生ずる。
② 　父又は母がその未成年の子を扶養するときは、前項の規定にかか
わらず、相当な教育に要する費用を含み、父又は母は自己の最低限
度の生計を維持できる限りにおいて、扶養の義務を負担する。
③ 　子が成年に達した後なおも相当の教育を必要とするときは、前項
の規定を準用する。ただし、子は自己の稼働能力を適切に活用しな
ければならない。
Ａ―２案
① につき、「資産によって自己の生計」⇒「資産によって自己の最低
限度の生計」とする。
（8）　本文で示される立法案は、原案（○―１案）を野沢紀雅教授が作成し、これを踏ま
えて、筆者が、○―２案以下で立法案を提案したものである。
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②につき、
　「父又は母がその未成年の子を扶養するときは」
　　⇒「 未成年の子に対する父又は母の（あるいは「による」）扶養
の義務は」
「扶養の義務を負担する」
　⇒「生ずる」
③につき、
●生活保持義務として規定する場合
Ａ―２―１案
「③　前項の義務は、子が成年に達したときに当然には消滅しない。」
Ａ―２―２案
「③ 　前項の義務は、子が成年に達した後なおも相当の教育を必要と
するときは当然には消滅しない。」
●生活扶助義務として規定する場合
Ａ―２―３案
「③ 　子が成年に達した後なおも扶養を必要とするときは、本条第１
項の規定を準用する。」
Ａ―２―４案
「③ 　子が成年に達した後なおも教育を必要とするときは、本条第１
項の規定を準用する。」
Ａ―３案
①につき、Ａ―２案に同じ。
②につき、
　「父又は母がその未成年の子を扶養するときは」
　⇒「 18歳までの子に対する父又は母の（あるいは「による」）扶養
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の義務は」
　「扶養の義務を負担する」
　⇒「生ずる」
③につき、
●生活保持義務として規定する場合
Ａ―３―１案
「③　前項の義務は、子が18歳に達したときに当然には消滅しない。」
Ａ―３―２案
「③ 　前項の義務は、子が18歳に達した後なおも相当な教育を必要
とするときは当然には消滅しない。」
●生活扶助義務として規定する場合
Ａ―３―３案
「③ 　子が18歳に達した後なおも扶養を必要とするときは、本条第
１項の規定を準用する。」
Ａ―３―４案
「③ 　子が18歳に達した後なおも相当な教育を必要とするときは、
本条第１項の規定を準用する。」
●生活保持義務・生活扶助義務の中間義務として規定する場合
Ａ―３―５案
「③ 　子が18歳に達した後なおも扶養を必要とするときは、前項の
規定を準用する。ただし、子は自己の稼働能力を適切に活用しな
ければならない。」
Ａ―３―６案
「③ 　子が18歳に達した後なおも相当な教育を必要とするときは、
前項の規定を準用する。ただし、子は自己の稼働能力を適切に活
用しなければならない。」
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民法877条の２は、「扶養法改正の基本方針（案）」（9）の整理に従い、まず、
「１子の扶養請求権の明確化と強化」の「理由」につき、ａ）未成年子に対
する父母の扶養義務（養育費負担義務）に関する明示的な規定がないこと（未
成年子について扶養請求権の権利主体性を明確にする。）、ｂ）扶養法二分
説が通説として受容されており、実務も基本的にこれに従っていること、
「３ 扶養に関する民法規定の具体化（脱白地規定）―扶養請求権の明確化」
の「理由」につき、ｃ） 戦後改正による白地規定化の後、学説と実務の展開
により、二分論が基本的に受け容れられていることを前提として、個別問
題の規律を明文化することが可能な現状となった点から、二分説に従い、
①では生活扶助義務、②では生活保持義務、③では生活扶助・生活保持義
務の中間義務として、扶養義務の発生要件を明文化している。
Ａ―１案 の①については、権利者につき、老親扶養への配慮がなさ
れ、「自己の生計」とされるが、二分説に従えば、 Ａ―２案、 Ａ―３案
のように、「自己の最低限度の生計」となる。老親扶養が、学説上も実務
上も生活扶助義務として位置づけられてきたことからすれば、Ａ―２案、
Ａ―３案が妥当と考える。
Ａ―２案 及び Ａ―３案 の②については、まず、規定ぶりを Ａ―１案
の①に合わせ、「未成年の子に対する父又は母の（あるいは「による」）
扶養の義務は」、「18歳までの子に対する父又は母の（あるいは「によ
る」）扶養の義務は」とし、「扶養の義務を負担する」を「生ずる」と
している。
次に、扶養義務の終期を設定した。すなわち、二分説に従えば、生活保
持義務は、夫婦間のほか、「未成熟子」に対する親の扶養義務もその対象
とされているところ、未成熟子概念が多様な未成熟子を包括する概念とし
て未成熟子保護に果たしてきた役割は大きかったとはいえ、一方で概念の
曖昧さから、裁判実務上、生活保持義務（私的扶養）の範囲を不必要に拡
（9）　野沢・前掲注（６）10頁以下。
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大してきたことも事実である。また、学説は、「未成熟子」につき、一応
の目安としながらも、18歳までとするもの、高校卒業までとするもの、20
歳までとするもの、成年までとするもの、大学卒業までとするもの等（10）
があり、また、扶養期間を子どもによってかえるのは疑問として、「一方
で、15歳や18歳までしか扶養を受ける権利を認めず、他方で成人を過ぎ
ても親に扶養義務ありとすることは、見方を変えると、一部の子供が幼く
して働き始めることに法的配慮を示さず、他の一部の子供が未成熟である
ことを奨励しているようにみえる。」として、「未成年」への一律化を求め
る見解（11）も存在している。裁判実務も、義務教育終了までとするもの、
高校卒業までとするもの、18歳までとするもの、20歳までとするもの、
成年までとするもの、大学卒業時までとするもの等（12）、扶養義務の終期を
設定するのが一般的である。とすれば、扶養義務の終期を、原則、「18歳」
（あるいは「満18歳に達した日以後の最初の３月31日が終了するまで」）、
あるいは「未成年」として明文化することが望ましいと考える。また、扶
養義務者である親にとっても、一応の目安だとしても、経済的負担の軽減
のほか、不意打ち的な経済的支障の回避等の利点があるように思われる。
したがって、上記の観点から、扶養義務の終期を設定し、原則、「未成年」
とするのがＡ―２案であり、「18歳」とするのがＡ―３案である。
そこで、問題は扶養義務の終期を18歳とするか、未成年（20歳）とす
るかである。研究会では、親の保護義務としての親権が成年を基準として
いることを重視すれば、親としての扶養義務も成年到達までとするのが民
法全体としては整合的ではないか、18歳という数字の民法上の根拠づけが
難しいのではないかとして、「未成年」とする Ａ―１案 ないし Ａ―２案
（10）　松嶋道夫「未成熟子の扶養（２）」久留米大学法学９＝10合併号（1991年）16
頁以下、早野俊明「親の子に対する学費分担をめぐる一考察」早稲田法学会誌42巻
（1992年）386頁以下。
（11）　樋口範雄『親子と法―日米比較の試み』（弘文堂、1988年）208頁。
（12）　早野・前掲注（10）390頁以下。
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を採る見解もあった。 Ａ―３案 では「18歳」としているが、これは次の
理由による。第１に、親の保護義務としての親権は主に子の精神的成熟の
完成を目指すものであるのに対し、扶養は子の経済的活動への成熟のいか
んが判断の基本的要素となる（13）と考えるならば、必ずしも両者の到達点
を一致させる必要もないように思われる。また、18歳の民法上の根拠づ
けについては、婚姻適齢が男性につき18歳（1996年の「民法の一部を改
正する法律案要綱」（以下、「法律案要綱」という。）では女性についても
18歳とする案が示されている（14））としていることに注目しても良いのでは
ないかと考える。上記1996年「法律案要綱」の基礎となった1994年の「婚
姻制度等に関する民法改正要綱試案」では、「我が国の（婚姻適齢に関す
る―筆者）法制の沿革をみると、かつては、右のような（肉体的、精神的、
社会的又は経済的―筆者）成熟度を判断する要素のうち、肉体的・精神的
成熟度が重視されてきたことが窺える。しかしながら、現行民法において
は、婚姻生活は、夫婦が対等で、その協力によって営まれることが制度上
の要請となっていること、婚姻による成年擬制の制度が採用され、婚姻が
法定の成年年齢に達しない者に対しても完全な行為能力を付与する意義を
有するに至ったことにかんがみると、今日では、右に述べた成熟度を判断
する要素のうち、社会的及び経済的成熟度
4 4 4 4 4 4
（傍点筆者）が重視されるべき
であると考えられるが、この面においては、男女間に有意な差はないとい
えよう。また、この観点からすれば、学校及び社会を通じての未成年者に
対する教育の仕組み及びその水準が重要な関わり合いを持ってくると思わ
れるが、今日の我が国においては、この面における男女の差異は存在しな
い。」ことを理由に、「男女共、満18歳にならなければ、婚姻をすること
ができないものとする。」との試案が示されている（15）。すなわち、経済的
成熟度として18歳を想定しているということである。とすれば、民法上
（13）　松嶋・前掲注（10）16頁。
（14）　「民法の一部を改正する法律案要綱」自由と正義47巻４号（1996年）160頁。
（15）　法務省民事局参事官室「婚姻制度等に関する民法改正要綱試案」ジュリスト1050
号（1994年）223頁。
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の根拠づけを民法731条に求めることも不可能ではないと考えられる。第
２に、大学等の高等教育は一般に未成年に始まり成年を過ぎてその目的を
達成することからすれば、成年の日の前後を通じて扶養の程度及び扶養能
力に変化があるなら格別、変化をともなわないのが一般的であり、そうで
あるならば、高等教育費用の負担は、子の成年・未成年を問わず、大学等
の４年間を一体として捉えるべきである。この観点からすれば、扶養義務
の終期を18歳とする合理的理由は存すると考えられる。筆者は基本的に
Ａ―３案に立つ。
③については、 Ａ―２―１案 から Ａ―３―６案 までを示した。大学等
高等教育機関（大学、短大、専門学校）への進学率は平成24年度で79.3％
であり、この数年80％前後あることに鑑みれば（16）、就学中の成年（また
は18歳以上の）子につき、立法上配慮する必要性がある。もっとも、身
体的・精神的理由により稼動できない成年（18歳以上の）子の扱いにつ
いては、私的扶養（生活保持義務か生活扶助義務）の中で対応すること
になるのか、社会保障法等に委ねることになるのか、問題があるところ
ではあるが、私的扶養の中で対応する場合を想定し、 Ａ―２―１案・
Ａ―２―３案・Ａ―３―１案・Ａ―３―３案を提案した。Ａ―２―１案
・ Ａ―３―１案 の両案は身体的・精神的理由により稼動できない成年
（18歳以上の）子の扶養を生活保持義務と位置づけるものであるが（17）、
Ａ―２―３案・ Ａ―３―３案 のように、生活扶助義務として規定するこ
とも可能であろう。身体的・精神的理由により稼動できない成年（18歳
（16）　文部科学省生涯学習政策局調査企画課「平成24年度学校基本調査（確定値）の公
表について」（2012年）６頁。
（17）　婚姻費用分担の事案であるが、生来病弱であるため、成年に達した後もなお、自
活能力のない子に対する親の扶養義務について、成年に達した子が病気療養中で一
方の親元の世話になっている場合に、未だ独立して生活する能力を具備しない「未
成熟子」であるとし、（東京高決昭和46年３月15日家月23巻10号44頁）、また、高
校を卒業し、「統合失調症」など病気で仕事につけない19歳の長女について、「未成
熟子」としている（大阪高決平成16年１月14日家月56巻６号155頁）。
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以上の）子の扶養については、私的扶養ではなく、社会保障法等に委ねる
べきである。
Ａ―１案 ・ Ａ―２―２案 ・ Ａ―２―４案 ・ Ａ―３―２案 ・
Ａ―３―４案・ Ａ―３―５案・ Ａ―３―６案 はいずれも、上記高等教育
機関への進学率を考慮し、成年（18歳以上の）子の教育扶養について定
めたものである。就学中の成年（18歳以上の）子の教育扶養の性質につ
いては、生活保持義務説、生活扶助義務説、中間義務説、契約説に分かれ
るが（18）、前３説を前提に立法を試みている（19）。高等教育の必要性及び親の
経済負担の過大さを考慮すれば、中間義務説が妥当であり、「稼動能力」
には、原則として、潜在的稼働能力も含まれると考える。最近の裁判実務
（東京高決平成12年12月５日家月53巻５号187頁、東京高決平成22年７月
30日家月63巻２号145頁）も中間義務説に立っていると思われる。筆者は
Ａ―３―６案に立つ。
（２）民法878条（扶養の順位）について
Ｂ―１案
① 　扶養を受ける権利のある者が数人ある場合は、未成年の子及び第
760条により扶養を受ける権利を有する者は、その他の親族に優先
して扶養を受けることができる。
② 　扶養をなすべき義務者が数人あるときは、当事者の協議によって
（18）　早野・前掲注（10）405頁以下、同「子に高等教育を受けさせるべき親の義務」
戸籍時報537号（2002年）24頁、27頁、同「判解」『平成13年度主要民事判例解説』
判例タイムズ1095号（2002年）95頁。
（19）　高等教育費用の負担の問題を扶養法の平面で論じようとすれば、特別受益との関
係が問題となる。共同相続人間の衡平の観点からすれば、特別受益となる場合があ
ろう。また、成年（18歳以上の）子の教育扶養については、たとえ生活扶助義務説、
中間義務説に立ったとしても、子の成長発達の権利として、老親扶養に優先するよ
うに思われる。
白鷗法学　第20巻２号（通巻第42号）（2014）66
　 　その順位を定める。ただし、前条第２項及び第３項の義務につい
ては、第760条２項及び第766条に定めるところによる。
③ 　第２項前段の協議が調わないとき、又は協議ができないときは、
家庭裁判所が順序を定める。
Ｂ―２案
①につき、
　「未成年の子及び第760条により扶養を受ける権利を有する者」
　⇒ 「前条第２項及び第３項並びに第760条により扶養を受ける者」
とする。
②③はＢ―１案に同じ。
成年（18歳以上の）子の（教育）扶養の性質につき、生活保持義務説
ないし中間義務説に立つとすれば、提案通りとなろう。②の「前条」と
は、上述の民法877条の２である。同760条及び同766条については、後述
のＣ案を参照。
（３）民法760条（婚姻費用）について
Ｃ―１案
① 　夫婦は、その資産、収入その他一切の事情を考慮して、婚姻から
生ずる費用を分担する。
② 　第877条の２第２項及び第３項に定める子の扶養料は、前項の費
用に含まれるものとする。子の扶養料を定めるときは、特に子の監
護に対する父母の寄与の程度を考慮しなければならない。
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Ｃ―２案
①Ｃ―１案と同じ。
② 　第877条の２第２項及び第３項に定める子の扶養料は、前項の
費用に含まれるものとする。子の扶養料を定めるときは、特に
子の福祉及び夫婦双方の負担の公平に配慮しなければならない。
Ｃ―３案
① 　夫婦は、その資産、収入その他一切の事情を考慮して、子の監護
に要する費用を含め、婚姻から生ずる費用を負担する。
② 　前項において子の監護に要する費用を定めるときは、子の利益を
最も優先して考慮しなければならない。
Ｃ―１案 及び Ｃ―２案 の①は、現行規定のままである。 Ｃ―１案 及び
Ｃ―２案 の②の前段は、子の監護費用等（扶養料、養育費）が婚姻費用
に含まれることを①とは別立てで定めるのに対し、 Ｃ―３案 は①に一本
化して定めている。婚姻費用とは、一般に、夫婦と未成熟の子との家庭的
共同生活を維持していくのに必要な費用のこといい、「衣食住の費用・子
の出産費、医療費、教育費、養育費、相当の娯楽費などが含まれる。」と
解されているところ（20）、裁判実務も、子の監護費用等を婚姻費用として処
理しているところから、監護費用等が婚姻費用に含まれることを明文化し
た。
Ｃ―１案 及び Ｃ―２案 と Ｃ―３案 との差異は、子の監護費用等を定め
るに際し、監護親の「子育て」負担を考慮すべきか否か、すなわち、子
育てを法的に調整されるべき負担とみるか、監護親の利益とみるかにあ
り（21）、Ｃ―１案及びＣ―２案は前者、Ｃ―３案は基本的に後者の考え方
（20）　梶村太一＝岩志和一郎＝大塚正之＝榊原富士子＝棚村政行著『家族法実務講義』
（棚村政行執筆）（有斐閣、2013年）90頁。
（21）　西希代子「親権（２）―親権の効力」大村敦志＝河上正二＝窪田充見＝水野紀子
編著『比較家族法研究―離婚・親子・親権を中心に』（商事法務、2012年）294頁。
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に依拠するものである。もっとも、 Ｃ―３案 も、監護費用の負担が、子
育てを苛酷とするほど過大である場合には、子の利益の観点から、子育て
負担を考慮することになろう。子の監護費用等を定めるに際し、子どもの
利益にかかる多様な考慮の受け皿として考慮事由を検討するならば、最
近改正されたばかりの民法766条の規定ぶりに合わせて、 Ｃ―３案のよう
に、「子の利益」とする方が望ましいと考える（22）。
なお、同760条の「子」については、父母の共通の子（実子、養子）とし、
いわゆる「連れ子」（継子）の監護費用等については、同877条２項にお
いて対応することとした。連れ子（継子）の監護費用と婚姻費用との関係
につき、学説は、包含説、同居要件包含説、非包含説に分かれるが（23）、婚
姻費用である監護費用等の負担は基本的には扶養義務であり、同760条と
同877条２項との整合性の観点から（24）、非包含説に立ち、姻族一親等の連
れ子（継子）に対する継親の監護費用等の負担（扶養義務）については、
同877条２項で対応するものとしている（25）。
（４）民法766条（監護費用）について
Ｄ―１案
① 　父母が協議上の離婚をするときは、（略）子の監護に要する費用
（第877条の２第２項及び第３項に定める子の扶養料）の分担その
（22）　なお、②の考慮事由については、民法760条のほかに、後述する同766条を含めた
子の扶養（監護費用）一般についてのものである。
（23）　早野俊明「『継親子関係』管見」白鷗法学22号（2003年）82頁以下、同「子連れ
再婚家族（ステップファミリー）の法律関係―連れ子の養育費について―」戸籍時
報589号（2005年）40頁以下。筆者は先の論文で包含説に立っていたが、非包含説
に改説する。
（24）　松川正毅「婚姻費用と再婚家族の連れ子」判例タイムズ1100号（2002年）42頁
以下。
（25）　したがって、継親子間の扶養関係は、基本的には契約構成となり、婚姻の破綻と
ともに消滅すると考えられる。
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他子の監護について必要な事項は、その協議で定める。この場合にお
いては、特に子の監護に対する父母の寄与の程度を考慮しなければな
らない。
②～③　現行規定のまま。
Ｄ―２案
① 　父母が協議上の離婚をするときは、（略）子の監護に要する費用
（第877条の２第２項及び第３項に定める子の扶養料）の分担その
他子の監護について必要な事項は、その協議で定める。この場合に
おいては、特に子の福祉及び夫婦双方の負担の公平に配慮しなけれ
ばならない。
②～③　現行規定のまま。
Ｄ―３案
①～③　現行規定のまま。
Ｄ―１案 ～ Ｄ―３案 の①の前段は、（　）の部分を除き、現行規定の
ままである。提案理由は、上記民法760条と同じである。筆者は、同766
条が平成23年に改正されたばかりの規定であることから、 Ｄ―３案 に立
つ。
５．おわりに
本稿では、上述のとおり、「仮決定・留保事項の主要項目をベースとし
て、この間の学説や実務の展開」を踏まえて、いわゆる折衷（サテライト）
型の立法論を展開してきた。さらに「比較法的知見を加えた検討が必要」
であり、また、「規定のあり方」として、民法877条以下の未成年子に対
する親の扶養義務を切り離して、親子法に規定するいわゆる「分離型」、
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または、現行扶養法の体系を維持しつつ、未成年子扶養について、親族扶
養の中に特則をおく、いわゆる「非分離型」の可能性をも模索する必要が
あり、今後の課題となろう（26）。
［付記］本稿は、平成24年度科学研究費助成（基盤研究（Ｂ））課題番号
24330003（代表：床谷文雄）による分担研究及び平成24年度白
鷗大学法政策研究所特別研究費助成（個人研究）による研究成果
の一部である。
（本学法学部・法科大学院教授）
（26）　「折衷（サテライト）型」、「分離型」、「非分離型」については、前掲注（６）を参照。
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